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A. 研究目的： 

CKD の重症化予防の基盤は生活習慣の適正化

にあるが、CKD 特有の課題を考慮した生活・食

事・服薬指導が必要であるため、かかりつけ医と

腎臓専門医の連携だけでは対応が難しく、看護師、

保健師、管理栄養士、薬剤師等との多職種連携に

よるチーム医療が必須となる。しかし、チーム医

療の有効性や連携方法に関するエビデンスは乏

しく、今後はこれらの実証研究を行い、診療実態

とエビデンスに基づいた治療目標の実現を可能

とする多職種連携の在り方を提案してゆく必要

がある。 

本研究の目的は、現状を把握した上で多職種連

携による CKD療養指導の有効性を実証研究によ

って示し、エビデンスに基づいた課題解決への提

言を行うことである。最終的には、多職種連携の

強化による治療目標の達成率向上、さらに CKD

重症化予防と QOL 改善を目指す。本研究は、進行

中の厚生労働省研究班（柏原・伊藤班）や腎臓病

療養指導士委員会、および設立に関与したコメデ

ィカル 3団体、日本糖尿病学会および糖尿病性腎

症対策とも連携し、CKD 対策に係る職種横断的な

オールジャパン体制を構築してゆく。 

 

B. 研究方法： 

本研究では、多職種連携による CKD療養指導

の実態調査や有効性に関する実証研究を行い、

現状・課題を評価するとともに、診療実態とエ

ビデンスに基づいた課題解決への提言を行っ

てゆく。それぞれの研究計画を遂行するために、

WGを組織する。 

 

1) 多職種連携の実態調査と取りまとめ： 

（〇阿部、要、岡田、猪阪、金崎、内田、石川、

木村） 

CKD 診療における多職種連携に関するマニュア

ル作成および実証研究立案の土台とすること

を目的として、CKD 特有の健康課題に適合した

CKD 特有の健康課題に適合した多職種連携によ

る生活・食事指導等に関する実態調査ないしア

ンケートを実施し、現状の把握を行う。実態調

査やアンケートの内容は、日本腎臓病協会評価

普及小委員会（阿部委員長）のもとで作成中の

CKD のチーム医療と教育に関するアンケートを

共有し、本 WG と共同でこれを進める。結果に

ついて取りまとめたうえで、分析と評価を行い、

研究要旨：多職種連携による CKD 療養指導の実態調査や有効性に関する実証研究を行い、診療

実態とエビデンスに基づいた課題解決への提言を作成することを目的とする。これらをそれぞれ

の working groupを中心に進めて行く体制が整い、まずチーム医療に関する実態調査を開始した。

今後展開を予定しているエビデンス構築研究によって CKD多職種連携の効果と有効な運用方法が

明らかにすることにより、多職種連携の質とチーム力の向上が期待でき、最終的には、CKD重症

化予防と CKD 患者の QOL改善、さらには医療費節減にもつながると期待される。 
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現状における問題点や課題を抽出する。 

2) 多職種連携の有効性に関するエビデンス構

築： 

（〇猪阪、要、岡田、阿部、金崎、内田、石

川、木村） 

多職種連携による生活指導・食事指導等が CKD

の予防・重症化予防に有効かどうかを検証する

ための実証研究を行ない、エビデンスを示す。

この際、どのようなアプローチがどのアウトカ

ム（例えば、受診継続率、食塩摂取制限などの

推奨目標達成率、など）、あるいはどの患者群

（糖尿病性腎症、それ以外）についてとくに有

効かを明らかにする。統制解析には、研究協力

者として豊富な経験を持つ統計専門家に加わ

っていただき、アドバイスを求める予定である。 

3) ホームページによる成果の公表： 

（〇金崎、要、猪阪、阿部）： 

研究班のホームページを作成し、本研究班の取

り組みと得られた成果・提言を公表することに

より、全国的な周知と普及を目指す。 

4) 課題解決への提言： 

（岡田、要、柏原、金崎、内田、石川、木村） 

実態調査から得られた課題、および 2)の実証

研究の結果等をふまえ、課題解決へ向けた戦略

案を策定・提言するとともに、具体的な成果目

標を示す。 

5) マニュアルの作成と普及 

（〇岡田、要、柏原、阿部、金崎、内田、 

石川、木村）：  

多職種連携による生活・食事指導等のマニュア

ル作成をワーキンググループを組織して行う。

関係学会等による既存の成果も参照しつつ、新

たなエビデンスも取り入れる。制作には、CKD

診療ガイドライン（医師向け）と CKD 療養ガイ

ド（患者向け）の制作責任者、および作成中の

腎臓病療養指導士のための CKD指導ガイドブッ

クの作成担当者が加わり、整合性を保てるよう

配慮した。糖尿病性腎症の重症化予防の視点も

取り入れる。 

 

(倫理面への配慮) 

各臨床研究は、実施施設の倫理委員会の承認

のもとに進め、個人情報にも十分な配慮のもと

に進めている。 

 

C. 研究結果： 

それぞれの課題ごとに WG を組織した。本年

度はまず多職種連携による CKDチーム医療の実

態調査を行いつつ、エビデンス構築研究計画の

立案と開始に向けた準備を行った。 

 

1) 多職種連携の実態調査と取りまとめ 

腎臓病療養指導士評価普及小委員会で準備

中のアンケートを基に、対象者を、想定してい

た教育認定施設に加え、コメディカル団体に広

げ、実態調査に関するアンケートを作成した。

令和 2年 3月日本腎臓学会認定教育施設および

腎臓病療養指導士資格取得者宛て発送した（教

育責任者、看護師・管理栄養士・薬剤師用のア

ンケートをそれぞれ作成した）。調査項目案と

して、多職種 CKDチーム医療の実施状況、腎臓

病療養指導に係るコメディカルの人数、療養指

導士数、腎臓教室・教育入院の実施の有無、な

どが挙げられる（詳細は分担研究報告書および

別途アンケート資料参照）。今後はアンケート

を回収後、解析作業を進め、多職種連携による

療養指導の実態を明らかにする。さらに、その

結果を、次項で述べるエビデンス実証研究のア

ウトカム設定等の参考にする。アンケートの実

施・解析は専門機関に委託した。また、必要に

応じて二次調査を行い、成功事例の発掘も行う。 

 

2)  多職種連携の有効性に関するエビデンス

構築 

実証研究の立案・準備を行った。前向き介入

試験では研究期間中に成果を出しにくいため、

後ろ向き観察研究を中心に考える。対象となる

CKD のステージは早期からとする（かかりつけ

医から専門医への紹介の対象になるステージ

が目安となる）。既存のデータベース活用（特

定健診、レセプトなど）も検討する。具体的に

は、チーム医療が行われている施設といない施

設の間のアウトカム比較、多職種介入の前後の

アウトカム比較を行うこととし、ウトカム候補

として、導入時の血清クレアチニン濃度、PD・

腎移植選択率、継続受診率や服薬遵守率などが

挙げられる。研究デザインカムアンケート調査

の結果も参考にする。ステージにより多職種介

入の効果に違いがあるかどうかも検討する。 

以上のエビデンス実証研究を次年度より実

施に移す。このほかプロセス評価も行う。 

 

3) ホームページによる成果の公表： 

研究班のホームページ作成の準備を開始し

た。厚労科研柏原班・伊藤班のホームページに

加えるか、別途作成するかいずれかとする。 

 

4) 課題解決への提言 
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5) マニュアルの作成と普及  

本年度は担当メンバーを決定した。最終段階

で、実態調査とエビデンス構築研究の成果を反

映した課題解決への提言を班員全体でまとめ、

チーム医療に基づいた CKD療養指導の在り方を

総括したマニュアルの作成を行う方針とする。 

 

D. 考察 

CKD 診療における多職種連携の実態調査の結果

を解析することにより、我が国におけるチーム医

療と多職種連携の現状と課題が初めて明らかに

なると期待される。立案中の実証研究の実施によ

り多職種連携の有効性に関するエビデンスが得

られれば、とくにどのような多職種連携のアプロ

ーチがどのアウトカム、あるいは何の原疾患（糖

尿病性腎症、それ以外）に対して有効かがわかり、

チーム医療における指針や重点項目を示すこと

にもつながると期待される。さらに以上の取組み

は、腎臓病療養指導士をはじめ CKDの療養指導に

取り組むメディカルスタッフのモチベーション

向上にも役立つと期待される。これらを、課題解

決に向けた提言と CKD多職種連携マニュアル作

成に繋げてゆく。 

 

E. 結論 

研究成果を通じて、わが国の CKD診療におけ

る多職種連携の実態と課題が明らかになり、今

後のエビデンス実証研究によってその有効性

と効果的な運用法を示すことにより、チーム医

療の質向上と CKD診療の浸透および水準向上、

最終的には CKD 重症化予防と CKD 患者の QOL

改善、医療費節減を目指す。 
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